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危 機 管 理 
 

 

危機管理関係に つ い て は， 交通安全対策や防犯対策， セ ー フ コ ミ ュ ニ テ ィ の推進な

ど の安 心安全な ま ち づ く り に 関す る 施策や桜島火山災害対策を はじ め と す る 自然災害

対策， 原子力防災， 国民保護な ど の防災・ 危機管理に 関す る 施策を 推進し て い る 。  

１ 安心安全 

(1) 「鹿児島市安心安全まちづくり条例」 

（ 施行 期日）  

平成17年10月４ 日 

（ 目的 ）  

犯罪， 事故及び 自然災害を 未然に 防止し ， 市民みん な が安心し て 暮ら す こ と ので き

る 安全 な ま ち づ く り に つ い て ， 基本理念並び に 市， 市民等及び 事業者の責務を 定め ，

そ れぞ れが連携し ， 及び 協力す る こ と に よ り ， 安心し て 暮ら す こ と ので き る 安全な 地

域社会 の実現を 図る こ と を 目的と す る 。  

（ 概要 ）  

安心安全な ま ち づ く り のた め ， 自ら の安全は自ら 守る と と も に 地域の安全は地域で

守る と い う 基本理念のも と ， 市は， 市民や事業者等の意見を 積極的に 反映さ せ， 安心

安全な ま ち づ く り を 推進す る た め に 必要な 施策等を 実施す る こ と ， 市民等は， 所有す

る 土地 等の適正な 管理や市の施策への協力， 犯罪等の発生時の通報等を 行う よ う 努め

る こ と な ど が盛り 込ま れて い る 。  

(2) 「鹿児島市暴力団排除条例」 

（ 施行 期日）  

平成26年４ 月１ 日 

（ 目的 ）  

市及び 市民等が， 地域の安全は地 域で 守る と い う 基本認識のも と ， 暴力団の排除に

関し ， 基本理念を 定め ， 市及び 市民等の役割を 明ら かに す る と と も に ， 暴力団排除に

関す る 施策等を 定め る こ と に よ り ， 市民の安全で 平穏な 生活の確保を 図る こ と を 目的

と す る 。  

（ 概要 ）  

暴力団追放「 三な い 運動＋１ 」（ 恐れな い ，利用し な い ，金を 出さ な い ，交際し な い ）

を 基本 に ， 市は， 暴力団の排除に 関す る 施策の推進や安全確保のた め の警察への保護

要請な ど を ， 市民等は， 市が行う 取組への協力や市や警察等へ情報提供な ど を 行う よ

う 努め る こ と を 定め た ほか， 少年保護のた め の通報措置や特別強化地域の指定等が盛

り 込ま れて い る 。  

ま た ， 条例の制定に 際し ， 市と 市教育委員会と 市内三警察署と で 協定を 結び ， 連携

の強化 を 図っ た 。  
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(3) 「鹿児島市客引き行為等の禁止に関する条例」 

（ 施行 期日）  

令和５ 年10月１ 日 

（ 目的 ）  

公共の場所に お け る 客引き 行為等 の禁止に 関し 必要な 事項を 定め る こ と に よ り ， 市

民等， 事業者等及び 地域団体と 連携し て ， 公共の場所を 快適に 通行し ， 又は利用す る

こ と が で き る 環境の形成を 図り ， も っ て 安心で 安全な 地域社会の実現に 寄与す る こ と

を 目的 と す る 。  

（ 概要 ）  

安心で 安全な 地域社会の実現のた め， 市， 市民及び 事業者等の責務を 規定す る ほか，

客引き 行為等禁止区域を 指定し ， 同区域に お け る 客引き 行為等を 禁止す る 。  

ま た ， 違反者に 対し ， 指導・ 警告・ 命令を 行い ， 命令に 従わな い 場合は５ 万円以下

の過料 を 科す ほか， 氏名等を 公表す る こ と な ど が盛り 込ま れて い る 。  

(4) 「鹿児島市犯罪被害者等支援条例」 

（ 施行 期日）  

令和６ 年12月20日 

（ 目的 ）  

犯罪被害者等の支援に 関し ， 基本理念を 定め ， 市， 市民及び 事業者の責務を 明ら か

に す る と と も に ， 犯罪被害者等の支援の基本と な る 事項を 定め， 当該支援のた めの施

策を 総 合的に 推進す る こ と に よ り ，犯罪被害者等が受け た 被害の軽減及び 回復を 図り ，

も っ て 市民が安心し て 暮ら す こ と がで き る 地域社会を 実現す る こ と を 目的と す る 。  

（ 概要 ）  

犯罪被害者等が受け た 被害に よ る 経済的負担の軽減を 図る た め ， 犯罪被害者等のう

ち 規則 で 定める 者（ 犯罪行為に よ り 死亡し た 被害者の遺族， 犯罪行為に よ り 重傷病を

負っ た 被害者， 犯罪行為に よ り 従前の住居に 居住す る こ と が困難に な っ た 被害者及び

そ の遺 族） に 支援金等の支給を 行う こ と 等が盛り 込ま れて い る 。  

(5) 安心安全まちづくり事業 

安心安全ま ち づ く り に つ い て の広報啓発や， 安心安全ま ち づ く り を 総合的に 推進す

る た め の「 鹿児島市安心安全ま ち づ く り 推進会議」 の運営な ど を 行う 。  

(6) 安心安全まちづくりアドバイザー 

セ ー フ コ ミ ュ ニ テ ィ の推進な ど の 取組や市民への啓発活動等， 安心安全な ま ち づ く

り を 効 果的に 推進す る た め ， 専門的な 指導や助言等を 行う 「 安心安全ま ち づ く り ア ド

バイ ザ ー 」 を 配置し て い る 。  

(7) 安心安全パートナーシップ事業 

犯罪等の未然防止に 関す る 市民意識の向上や， 市民自ら が行う 地域の安全の確保に

関す る 自主的な 活動の促進を 図る 。  

○安心安全功労団体等表彰  

○安心安全研修会の開催 

○安心安全協力事業所の登録  な ど  
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(8) 安心安全地域リーダー育成事業 

地域 に お け る 事故 防止 や防 災活 動等 のリ ー ダ ー を 育成 す る た め ，「 鹿 児島市 安 心安

全ア カ デ ミ ー 」 を 開催す る 。  

①   コー ス・受講人員  

 コ ー ス  受講人員   コ ー ス  受講対象・ 人員 

１  基礎コ ー ス  120人 
 

２  マ ス タ ー コ ー ス  
基礎コ ー ス 修了者  

40人 

※基礎コ ー ス の講座のう ち 指定さ れた 講座を 受講し た 者に は， 認定特定非営利活動

法人（ 認定Ｎ Ｐ Ｏ ） 日本防災士機構が実施す る 「 防災士資格取得試験」 の受験資

格が与え ら れる 。  

② 講 座回数 基礎コ ー ス ８ 回・ １ 回あ た り ２ 〜３ 時間 

マ ス タ ー コ ー ス ８ 回・ １ 回あ た り ２ 〜３ 時間 

③ 受 講料 無料 

④ マ ス タ ー コ ー ス 修了者を 「 安 心安全推進員」 に 委嘱し ， 市と 協働で 安心安全な

ま ち づ く り を 推進す る 。  

(9) 安心安全推進員連絡協議会 

安心安全ア カ デ ミ ー マ ス タ ー コ ー ス 修了者に 委嘱し て い る 「 安心安全推進員」 の自

主的な 調査研究活動の促進や相互連携等を 図る た め ， 協議会の運営や研修会の開催等

の活動 を 支援す る 。  

(10) 安心安全教育指導員 

防犯及び 交通安全に 関す る 知識を 有す る 指導員を 配置し ，小学校，幼稚園，保育園，

町内会 な ど の要請に よ り ， 防犯教室及び 交通安全教室を 開催し ， 防犯及び 交通安全に

関す る 知識の普及を 図る 。  

(11) 地域安心安全推進指導員 

地 域 の 安 全 確 保 に 関 す る 自 主 的 な 活 動 を 行 う 団 体 等 で 構 成 す る 地 域 安 心 安 全 ネ ッ

ト ワ ー ク 会議の活動促進や， 交通安全， 防犯に 係る 啓発等を 行う こ と に よ り 市民と の

協働に よ る 安心安全な ま ち づ く り を 推進す る 。  

(12) 交通事故・暴力団排除相談員 

交通事故相談及び 暴力団排除相談 に 関す る 知識を 有す る 専門の相談員を 配置し ， 賠

償問題 や暴力団の排除に 関す る 相談そ の他の諸問題に つ い て 指導助言を 行う 。  

(13) 地下壕安全対策事業 

地下壕の安全対策を 図る た め ， 地権者等の同意を 得て 倉庫等の利用を 除く 立入り 可

能な 地 下壕の壕口の封鎖工事な ど を 行う 。  

(14) セーフコミュニティ推進・促進事業 

「 事 故や け が は原 因を 調べ 対策 を 行 う こ と に よ り ， 予 防で き る 」 と の考 え の も と ，

さ ま ざ ま な 統計デ ー タ やア ン ケ ー ト な ど の分析結果に 基づ き ， 地域住民， 行政， 関係

団体な ど が協働し て 事故やけ がを 予防す る「 セ ー フ コ ミ ュ ニ テ ィ 」の取組を 推進す る 。  
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（ 経過等）  

平成24年度  認証取得の取組宣言  

平成27年度  認証審査（ 現地審査）  

国際認証取得（ 平成28年１ 月29日）  

平成28年度～ 取組の全市的な 展開  

令和２ 年度  再認証審査（ オ ン ラ イ ン 審査）  

国際認証再取得（ 令和３ 年１ 月 25日）  

 令和 ７ 年度  国際認証期間満了予定（ 令和８ 年１ 月31日）  

（ 推進体制）  

鹿児島市セ ー フ コ ミ ュ ニ テ ィ 推進協議会  

鹿児島市外傷サー ベ イ ラ ン ス 委員会  

分野別対策委員会 

（ ７ つ の重点取組分野）  

取組分野 目  的 

交 通 安 全 交通事故の減少 

学 校 の 安 全 児童生徒の事故の減少  

子 ど も の 安 全 子ど も の身体と 心の安心・ 安全を 守る  

高 齢 者 の 安 全 
高齢者の外傷の減少 

高齢者虐待の減少  

Ｄ Ｖ 防 止 Ｄ Ｖ の防止  

自 殺 予 防 自殺者数の減少 

防 災 ・ 災 害 対 策 地域防災力の向上  

(15) 防犯団体連合会等への補助  

犯罪を 防止し ， 明る く 住みよ い ま ち づ く り を 推進し て い る 防犯団体を 支援， 育成強

化す る た め 補助金を 交付す る 。  

(16) 防犯灯に対する補助 

防犯灯を 設置し ， 維持管理す る 町内会等に 対し ， 設置費及び 電気料を 補助す る 。  

○防犯灯設置費補助金 

・ 通常の防犯灯の新設， 取替  

区    分  補助金額  

共 架 式 － 
17, 600円 

 

小 柱 式 

鋼管柱（ 溶融亜鉛メ ッ キ等の防錆処理及び末口7. 6㎝以上） 
74, 400円 

 

上記以外 
31, 600円 

 

小 柱 の み 

鋼管柱（ 溶融亜鉛メ ッ キ等の防錆処理及び末口7. 6㎝以上） 
56, 800円 

 

上記以外 14, 000円 
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・ 特設防犯灯（ 町内会等のはざ ま の必要な 箇所に 設置す る 防犯灯） の新設  

区 分 補助金額 

共 架 式 68, 200円 

小 柱 式 156, 000円 

※特設 防犯灯の取替に つ い て は， 通常の防犯灯の取替の補助金額に 準ずる  

○防犯灯電気料補助金 

基準の範囲内で 100％補助 

(17) 防犯灯管理者賠償責任保険の補助 

防犯灯に よ る 事故の損害賠償に 備え る た め ， 町内会等の防犯灯に 係る 損害賠償責任

保険の 加入に 対し 助成す る 。  

(18) 街頭防犯カメラ設置費の補助 

犯罪のな い 安心安全な ま ち づ く り を 推進す る た め ， 町内会等が行う 街頭防犯カ メ ラ

の設置 に 対し ， 設置費の一部を 補助す る 。  

（ 補助 対象経費の２ 分の１ に 相当す る 額（ 限度額： １ 台に つ き 20万円ま で ））  

(19) 防犯パトロール隊への支援 

地域で 自主的に 活動す る 防犯パト ロ ー ル隊の結成促進及び 活動支援を 図り ， 市民の

方々が 安心し て 暮ら せる 安全な ま ち づ く り を 推進す る た め ， パト ロ ー ル活動に 必要な

用品を 支給す る 。  

（ １ 団 体当た り 50, 000円以内， ５ 年経過ご と に 再支給可）  

(20) 青色回転灯装備パトロール車導入の支援 

青色回転灯を 装備し た 車両（ 青パト ） の導入促進及び 活動支援を 図る た め ， 青色回

転灯や 車両用拡声器な ど の青パト 用品を 支給す る 。  

（ １ 台 当た り 50, 000円以内， ５ 年経過ご と に 再支給可）  

(21) 青パト活動費の補助 

青色防犯パト ロ ー ル隊の活動の促 進を 図る た め ， 燃料費等の活動費を 助成す る 。  

（ 青パ ト １ 台当た り 年額20, 400円）  

(22) 客引き行為等対策事業 

客引き 行為等禁止区域内に お け る 客引き 行為等を 防止す る た め ， 客引き 行為等対策

指導員 を 配置し ， 禁止区域内の巡回及び 条例に 基づ き 指導・ 警告・ 命令及び 過料の処

分等を 行う 。  

(23) 犯罪被害者支援センターの活動支援 

犯罪被害者やそ の遺族等の被害の 回復や軽減を 図る た め の支援活動を 行っ て い る  

「 公益 社団法人かご し ま 犯罪被害者支援セ ン タ ー 」 に 負担金を 支出す る 。  

(24) 犯罪被害者等支援事業 

犯罪被害者等支援条例に 基づ き ， 犯罪被害者等を 支援す る た め に 支援金等を 支給し ，
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誰も が 安心し て 暮ら す こ と がで き る 地域社会の実現を 図る 。  

(25) 交通安全対策会議 

○根  拠  交通安全対策基本法（ 昭和 45年法律第110号） の規定に 基づ き ， 鹿児

島市交通安全対策会議条例（ 昭和45年条例第47号） に よ り 設置し て

い る 。  

○目  的  市交通安全計画の作成及び 実施の推進， そ の他市の区域に お け る 陸

上交通の安全に 関す る 総合的な 施策の企画を 審議し ， そ の実施を 推

進す る 。  

(26) 交通安全市民運動推進協議会 

○目  的  交通事故を 防止す る た め， 市民総ぐ る みの交通安全運動を 積極的に

推進す る 。  

○主な 事業 

・ 春と 秋の全国交通安全運動及び 夏と 年末年始の交通事故防止運動  

・ ス ク ー ルゾ ー ン 委員会への助成及び 交通安全母の会活動支援  

・ 交通遺児等への見舞品贈呈  

・ 自転車安全運転・ 盗難防止キ ャ ン ペ ー ン  

(27) 児童通学保護員 

○目  的  通学児童の登校時に お け る 道路交通の安全確保を 図る 。  

○ 身   分   小 学 校 長 及 び Ｐ Ｔ Ａ 会 長 が 推 せ ん す る 者 の 中 か ら 市 長 が 任 用 す る

会計年度任用職員  

○人  員  200人（ 令和７ 年度予算人員）  

(28) 違法駐車対策 

円滑な 道路交通の確保と 市民の安全で 快適な 生活環境を 保持す る た め， 広報・ 啓発

活動を 行い ， 駐車マ ナ ー の向上を 図り ， 違法駐車を 防止す る 。  

(29) チャイルドシート使用促進 

チ ャ イ ルド シ ー ト 使用の効果や正 し い 使用方法に つ い て の講習会を 開催し ， チ ャ イ

ルド シ ー ト 未使用や不適正着用に よ る 事故防止を 図る 。  

２ 防災・危機管理 

(1) 防災会議 

○根  拠  災害対策基本法（ 昭和 36年法律第223号） 第16条の規定に 基づ き ， 設

置し て い る 。  

○目  的  市地域防災計画の作成及び 実施の推進や， 市長の諮問に 応じ て 本市

の地域に 係る 防災に 関す る 重要事項の審議等を 行う 。  

(2) 災害対策本部 

○設  置  大規模な 災害が発生し ， 又は発生す る お そ れがあ る と き は， 市長は

災害対策本部を 設置す る 。 現地に て ， 特別な 対策を 必要と す る と き
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は， 現地災害対策本部を 設置す る 。  

本部に 本部会議を 置き ， 本部長， 副本部長及び 本部員で 構成す る 。  

ま た ， 本部に 対策部を 置き ， そ れぞ れ対策部長を 置く 。  

○配  備  災害の規模等に 応じ て ， 次の配備（ 職員の招集） を 行う 。  

第１ 配備  比較的軽微な 災害若し く は局地的な 災害が発生し ， 又は発生す る お

そ れのあ る と き で 災害対策本部が設置さ れた と き 。  

第２ 配備  大き な 災害が発生し ， 又は発生す る お そ れがあ る と き 。（ 広範囲に わ

た り ， 避難所を 運営し て い る 場合な ど ）  

第３ 配備  大き な 災害が発生し ， 被害が甚大と 予想さ れる と き ， 又は甚大な 災

害が発生し た と き 。（ 災害救助法が適用さ れた 場合な ど ）  

(3) 国民保護法制関連事業 

武力攻撃事態等に お け る 国民の保護のた め の措置に 関す る 法律（ 国民保護法）（ 平成

16年法 律第112号）第35条の規定に 基づ き 作成し た「 鹿児島市国民保護計画」に 基づ き ，

国民保 護に 関す る 普及啓発を 行い ， 市民への周知を 図る と と も に 訓練な ど 平素から の

備え や 予防に 努め る な ど ， 国民保護措置を 総合的に 推進す る 。  

(4) 水防計画 

水防法（ 昭和24年法律第193号） 第33条の規定及び 市地域防災計画に 基づ き ， 鹿児島

市域に お け る 水防事務の調整及び 円滑な 実施を 図る た め 必要な 事項を 規定し ， 洪水，

津波又 は高潮等に よ る 水災の警戒・ 防御及び 被害軽減を 行い ， も っ て 公共の安全を 保

持す る こ と を 目的と す る 。  

(5) 防災行政無線 

災害時に お け る 迅速・ 確実な 情報伝達体制の確立のた め ， 同報系防災行政無線（ 屋

外拡声 子局及び 戸別受信機で 住民等に 情報伝達す る 無線設備） を 平成 24年度から 26年

度に か け て ， 全市一体的に 整備し ， 27年度から 全面運用を 行っ て い る 。  

設備の概要 

親   局   本庁１  

中 継  局  吉野中継局， 吉田中継局， 喜入中継局， 松元中継局， 郡山中継局  

遠隔制御装置  吉田支所１ ， 桜島支所（ 桜島地区） １ ， 桜島支所（ 東桜島地区） １ ，  

喜入支所１ ， 松元支所１ ， 郡山支所１ ， 消防局１  

屋外拡声子局  市内250局（ こ のほかス ピ ー カ ー な し が２ 局）  

中央 地域 30局， 谷 山地 域 43局 ， 伊敷 地域 24局 ， 吉 野地 域 18局 ， 

吉田地域29局， 桜島 地域 34局， 喜入 地域 31局 ， 松元地域 22局，  

郡山地域19局 

(6) 県防災行政無線（衛星系）等再整備事業負担金 

県 と 市 町 村 間 で 災 害 時 に お け る 通 信 手 段 と し て 運 用 し て い る 衛 星 系 の 県 防 災 行 政

無線の 再整備に 係る 経費を 負担す る 。  

(7) 国土強靭化地域計画（平成31年３月策定） 

国土強靭化基本法に 基づ き ， い かな る 事態が発生し て も 機能不全に 陥ら な い ，「 強さ 」

と 「 し な やかさ 」 を 持っ た 安全・ 安心な 地域の構築を 推進す る た め に 策定し た 鹿児島
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市国土 強靭化地域計画の進捗管理を 行う 。  

(8) 自主防災組織育成促進事業 

自主防災組織の結成に 伴い ， 必要な 資機材を 整備す る 組織に つ い て ， １ 組織当た り

１ 回限 り 10万円を 限度と し て 補助を 行う 。  

上記の資機材整備補助を 受け て から ， ５ 年以上経過し た 組織に つ い て ， １ 組織当た

り １ 回 限り ７ 万円を 限度と し て 補助を 行う 。  

ま た ， 防災意識の高揚を 図る た め ， 以下の防災訓練等を 実施し た 組織に 対し ， １ 組

織当た り ， 年２ 回限り ， そ れぞ れ２ 万円を 限度に 助成を 行う 。  

① 組 織が単独で 実施す る 訓練  

② 複 数の組織又は小中学校な ど と 連携し て 実施す る 訓練  

③ 地 域の防災マ ッ プ の作成  

④ 避 難行動要支援者への支援活 動  

⑤ 地 域の危険箇所の防災点検  

⑥ そ の他市長が認め る も の  

※注） ２ 回目の助成は， １ 回目の活動と 異な る 場合に 限る 。  

(9) 避難行動要支援者避難支援等事業 

災害 時に 避難 の手 助け が必 要な 要介 護者 や重 度の 障害 者な ど （ 避難 行動 要支 援者 ）

が， 地 域の中で 避難の支援が受け ら れる よ う に す る た め ， 避難行動要支援者名簿や個

別避難 計画の作成等を 行う 。  

(10) 原子力災害対策事業 

市地域防災計画（ 原子力災害対策 編） や市原子力災害対策避難計画に 基づ き ， 防災

訓練や 市民への広報等を 行う 。  

(11) 防災資機材等備蓄事業 

大規模災害の発生に 備え ， 発災直後の避難生活に 必要な 資機材等を ， 小学校を 中心

と し た 防災拠点と な る 78カ 所の避難所等や本庁・ 各支所に 分散し て 備蓄を 行い ， 防災

対策の 強化を 図っ て い る 。  

(12) 災害時非常用電源備蓄事業 

大規模災害発生に よ る 停電時な ど に お い て ， 速やかな 電源の確保・ 供給を 行う た め ，

医療用 機器に も 対応し た 蓄電池を 備蓄し ， 防災対策の強化を 図る 。  

(13) 防災ラジオ運用事業 

災害時に ， よ り 多く の市民に ， 避難情報等を 迅速かつ 確実に 伝達す る た め ， 緊急放

送を 自 動受信す る 防災ラ ジ オ を 希望者に 有償で 提供す る 。  

(14) 災害時避難行動力向上事業 

災害時に お け る 市民の適切な 避難行動の理解促進を 図る た め ， 防災リ ー フ レ ッ ト を

作成し ， 市内全戸に 配布す る ほか， ハザー ド マ ッ プ の更新等を 行う 。  
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(15)地域防災推進指導員 

自主防災組織の結成の促進並び に 活動に 関す る 助言、 各種防災訓練に 係る 支援業務

等を 行 い 、 地域の防災力向上を 図る 。  

 

３ 桜島火山対策 

(1) 火山防災トップシティ構想（平成31年３月策定） 

桜島は， 70年近く の長き に わた っ て 火山活動を 続け て お り ， 桜島及び 周辺地域の住

民生活 を はじ め ， 農作物等各面に わた っ て 大き な 影響を 与え て い る 。  

こ の活火山桜島を 有し ， 麓や対岸に 合わせて 約 60万人の市民が生活し て い る 本市で

は， こ れま で ハー ド ・ ソ フ ト の両面から 火山防災対策に 取り 組み， さ ま ざ ま な 試行錯

誤を 経 な がら そ の充実に 努め て き た 。  

こ う し た 本市の火山防災に 係る 取 組は， 長年の経験や実績に 裏打ち さ れた 実効性の

あ る 対 策と な っ て い る こ と を 踏ま え ， 市民と 地域， 事業者， 研究機関・ 行政が一体と

な っ て ， 桜島に 対す る 総合的な 防災力の底上げを 図る と と も に ， 最先端の火山防災に

取り 組 む「 鹿児島市」 を ， 火山の魅力も 交え な がら 世界に 発信す る こ と に よ り ， 交流

人口に 加え ， 関係人口の拡大を 図る た め ， 鹿児島市火山防災ト ッ プ シ テ ィ 構想を 策定

し た 。  

【 目指 す 姿】  

桜島と 共生し て い く た めの取組を ， 市民と 地域， 事業者， 研究機関・ 行政が一体

と な っ て 向上さ せな がら ， 火山防災のモ デ ル都市と し て ， 国内外の火山地域の被害

軽減のた め に 世界貢献を 行う 火山防災ト ッ プ シ テ ィ  

【 取組 の柱】  

・ 大規模噴火で も 「 犠牲者ゼ ロ 」 を 目指す 防災対策  

こ れま で の火山防災対策に さ ら に 磨き を かけ ， 大規模噴火時に お い て も ， 犠牲

者が出な い 体制の構築に 取り 組む 。  

・ 次世代に 「 つ な ぐ 」 火山防災教育  

市民の誰も が桜島の成り 立ち や火山の恵み， 文化を 学び ， 桜島への関心と 愛着

を 育む と と も に ， 火山災害時に お け る 対応を 理解し ， 身に つ け る 火山防災教育の

取組を 推進す る 。  

・「 鹿児島モ デ ル」 に よ る 世界貢献  

こ れま で 培っ て き た 桜島の火山防災対策を ，「 鹿児島モ デ ル」 と し て ， あ ら ゆる

機会を 活用し て 発信す る こ と で ， 世界への貢献を 目指す 。  

(2) 桜島火山爆発対策 

桜島火山の大規模噴火又はそ の恐れがあ り ， 大き な 災害が発生す る と 認め ら れる と

き ， 異 常現象の広報， 避難， 緊急輸送等の応急対策を 実施し ， 住民の安全を 図る 。  

火山爆発災害の特殊性， 桜島の地形的態様から く る 応急対策の困難性等を 考慮す る

と と も に ，平成27年８ 月の噴火警戒レ ベ ル４ への引上げ 対応を 踏ま え ，平成 28年度に ，

市地域 防災計画に 「 火山災害対策編」 を 新設し た ほか，「 桜島火山災害対策避難計画」

を 策定 し た 。 さ ら に 平成29年度に は， 市街地側の大量軽石火山灰対策を 盛り 込む と と

も に ，「 桜島火山災害対策長期避難計画」 を 策定し ， 平成30年度は「 桜島火山災害対策

大量軽 石火山灰対応計画（ 暫定版）」 を 策定す る と と も に ， 火山防災意識啓発映像を 作
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成し た 。  

令和元年度は， 大量軽石火山灰対 策のさ ら な る 充実を 図る と と も に ， 映像を 用い て

市民の 火山防災意識の啓発を 行う ほか， 桜島島内の各地域に 応じ た よ り よ い 避難体制

構築に 向け た 新た な 島外避難計画を 検討し ， 計画の修正を 行っ た 。 令和２ 年度は， 復

旧・ 復 興計画の策定や， 広域避難シ ミ ュ レ ー シ ョ ン 結果を 踏ま え た 大量軽石火山灰対

応計画 の修正を 行っ た 。 令和３ 年度は， 大量軽石火山灰対応計画の実効性を 高める た

め ， 関 係機関と 連携を 図り な がら ， さ ら な る 課題解決に 向け て 検討を 行っ た ほか， 大

規模噴 火時に お け る 市街地側住民の避難行動等に 係る リ ー フ レ ッ ト を 作成し ， 市政出

前ト ー ク 等に て 周知に 取り 組む と と も に ， 桜島の警戒範囲の見直し に 伴い ， 島内避難

計画の 修正を 行っ た 。 令和４ 年度は７ 月 24日に 発生し た 桜島の噴火警戒レ ベ ル５ への

引上げ 時の課題等を 踏ま え ， 桜島火山災害対策避難計画を 修正し た ほか， 広域避難の

課題検 討結果を 踏ま え ， 大量軽石火山灰対応計画の修正を 行っ た 。 さ ら に ， 気象庁が

「 気象 等及び 噴火に 関す る 特別警報の緊急速報メ ー ル」の配信を 終了し た こ と を 受け ，

「 噴火 に 関す る 特別警報の緊急速報メ ー ル」 の配信を 開始し た 。 令和５ 年度は， 新た

に 広域 避難を 中心と し た 先進事例の調 査を 行っ た ほか， 引き 続き 市街地側の大量軽石

火山灰 対策の周知を 図る と と も に ， 県・ 関係市・ 関係機関と 連携し ， 火山防災対策の

推進に 取り 組ん だ 。 令和６ 年度は， 火山専門家を 登用し ， 大規模噴火時の市民の避難

に 係る 研究等を 行う 桜島火山防災研究所の設置に 向け た 準備に 取り 組ん だ 。  

令和７ 年度は， 桜島火山防災研究所を 設置し ，「 大規模噴火で も 犠牲者ゼ ロ 」 を 実現

す る 防 災対策の構築を 目指す 研究計画に 基づ い た 研究等を 行い 、 火山防災対策の一層

の充実 に 取り 組む 。  

 

(3) 桜島火山対策の経緯 

昭和38年度   市地域防災計画に お い て ， 桜島爆発対策計画を 策定  

昭和46年度〜  桜島火山爆発総合防災訓練を 実施（ 以降毎年１ 月 12日を 目安に 実施） 

昭和47年度〜  桜島降灰検診事業の実施（ 〜平成20年度）  

昭和48年度〜  「 活動火山周辺地域に お け る 避難施設等の整備等に 関す る 法律」 制定 

避難施設緊急整備地域の指定（ 桜島島内（ 鹿児島市及び 桜島町））  

避難施設緊急整備事業， 防災営農対策事業の実施  

国に よ る 治山事業の実施 

昭和50年度〜  防災林業対策事業の実施 

昭和51年度〜  国に よ る 砂防事業の実施 

昭和52年度〜  鹿児島市降灰対策委員会設置， 桜島火山活動対策協議会設置  

昭和53年度〜  「 活動火山対策特別措置法」 の制定， 降灰防除地域の指定  

降灰除去事業， 降灰防除事業の実施  

昭和59年度〜  海面環境保全事業の実施 

昭和60〜63年度 桜島有村地区の集団移転事業の実施  

昭和63年度   「 鹿児島国際火山会議」 開催  

平成６ 年度    桜島火山防災マ ッ プ 及び ポ ケ ッ ト ブ ッ ク 作成・ 配布  

平成10年度   「 ア ジ ア 活火山サミ ッ ト 」 開催  

平成22年度   桜島火山ハザー ド マ ッ プ 作成・ 配布  

平成24〜25年度 桜島大正噴火100周年事業の実施 

平成25年度   「 国際火山学地球内部化学協会（ Ｉ Ａ Ｖ Ｃ Ｅ Ｉ ） 2013年学術総会」
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開催 

平成27年度   噴火警戒レ ベ ル４ （ 警戒範囲３ ｋ ｍ ） への引上げ 対応（ 大規模噴火

の可能性）  

平成28年度   地域防災計画「 火山災害対策編」 を 新設（ 風水害・ 火山災害対策編

から 分離）  

桜島火山災害対策避難計画を 策定  

平成29年度   地域防災計画「 火山災害対策編」 に 大量軽石火山灰対策を 追加  

桜島火山災害対策長期避難計画を 策定  

イ ン ド ネ シ ア 共和国ジ ョ グ ジ ャ カ ルタ 特別州ス レ マ ン 県と 火山防災

等の交流促進に 関す る 覚書締結  

平成30年度   大量軽石火山灰を 想定し た 車両走行・ 道路啓開作業検証実験を 実施  

第10回火山都市国際会議（ イ タ リ ア ・ ナ ポ リ ） への市長参加  

2018火山砂防フ ォ ー ラ ム の開催  

桜島火山災害対策大量軽石火山灰対応計画（ 暫定版） を 策定  

桜島火山防災意識啓発映像の作成  

鹿児島市火山防災ト ッ プ シ テ ィ 構想を 策定  

令和元 年度   火山防災ア ド バイ ザリ ー 委員及び 火山防災ト ッ プ シ テ ィ 支援員設置  

火山防災教育教材作成  

桜島火山災害対策大量軽石火山灰対応計画を 策定  

桜島火山災害対策避難計画の一部修正（ 新た な 島外避難計画）  

第50回桜島火山爆発総合防災訓練  

現在地表示等案内板（ 36カ 所） 及び 避難施設誘導案内看板（ ５ カ 所）

設置 

令和２ 年度   避難施設誘導案内看板（ 27カ 所） 設置 

桜島火山災害対策大量軽石火山灰対応計画の一部修正（ 広域避難シ

ミ ュ レ ー シ ョ ン の実施）  

桜島火山災害対策復旧・ 復興計画を 策定  

令和３ 年度   桜島火山災害対策避難計画の一部修正（ 桜島の警戒範囲の見直し に

伴う 島内避難計画の修正）  

桜島火山ハザー ド マ ッ プ の修正・ 配布  

令和４ 年度   噴火警戒レ ベ ル５ （ 警戒範囲３ ｋ ｍ ） への引上げ 対応（ こ れま で み

ら れた よ う な 噴火の激化）  

「 噴火に 関す る 特別警報の緊急速報メ ー ル」 の配信開始（ 気象庁配

信終了に よ る ）  

桜島火山災害対策避難計画の一部修正（「 避難完了板」 導入等を 踏ま

え た 島外避難計画の修正， 令和４ 年７ 月 24日噴火警戒レ ベ ル５ 引上

げ を 踏ま え た 島内避難計画の修正）  

桜島火山災害対策大量軽石火山灰対応計画の一部修正（ 広域避難に

係る 課題の検討結果を 踏ま え た 計画の修正）  

令和５ 年度   桜島火山防災研究所（ 仮称） の設置決定  

令和６ 年度   火山防災専門官の登用  

「 噴火に 関す る 特別警報の緊急速報メ ー ル」 の改善（「 警戒範囲」 と

「 大規模噴火の兆候の有無」 を 記載）  
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(4) 活動火山対策特別措置法の趣旨 

火山の爆発そ の他の火山現象に よ り 著し い 被害を 受け ， 又は受け る 恐れがあ る と 認

め ら れ る 地域等に つ い て ， 活動火山対策の総合的な 推進に 関す る 基本的な 指針を 策定

し 、 警 戒避難体制の整備を 図り 、 避難施設、 防災営農施設等の整備及び 降灰除去事業

の実施 を 促進す る 等特別の措置を 講ず る と と も に ， 火山調査研究推進本部を 設置す る

こ と 等 に よ り ， 活動火山対策の強化を 図り ， も っ て 当該地域に お け る 住民， 登山者そ

の他の 者の生命及び 身体の安全並び に 住民の生活及び 農林漁業， 中小企業等の経営の

安定を 図る 。  

(5) 桜島火山災害対策委員会 

桜島の火山災害対策に つ い て の庁内に お け る 総合施策を 効果的に 推進す る 。  

(6) 桜島火山活動対策協議会 

桜島の継続的な 火山活動に 伴う 対 応策の協議， 関係法令の整備充実， 国・ 県への意

見の反 映を 図る た め 要望活動を 行う な ど ， そ の総合的施策を 推進す る 。（ 昭和 52年10月

８ 日に 設置）  

組  織 

鹿児島市， 垂水市， 霧島市及び 鹿 屋市で 組織し ， 関係市の長， 議長及び 当該特別委

員会委 員長等を 委員と す る 。  

(7) 避難施設の整備 

桜島地域に お け る 退避舎や退避壕 な ど 避難施設の機能保持を 図る た め， 必要な 補修

を 行う 。  

(8) 令和７年度桜島火山対策事業費 

（ 単位： 千円）  

事 業 費 
令和６ 年度 令和７ 年度 増 減 令和７ 年度財源内訳 

事業内容 
当初予算額( A)  当初予算額( B)  ( B) -( A)  国 県 市費等 

１.降灰除去事業 1,198,467 1,210,777 12,310 617,455 7,433 585,889 

 

( 1) 道路降灰除去事業 764, 856 774, 615 9, 759 409, 916  364, 699 
路面清掃車のリ ー

ス費用含む 

( 2) 歩道緑地帯降灰除去事業 12, 613 12, 674 61 8, 064  4, 610 歩道の緑地帯内 

( 3) 宅地降灰除去事業 292, 878 293, 692 814 142, 484  151, 208 

 

( 4) 公園降灰除去事業 20, 527 20, 557 30 9, 371  11, 186 公園内の駐車場や園路 

( 5) 電車軌道敷降灰除去事業 80 80 0   80 

 

( 6) 学校校庭降灰除去事業 65, 000 65, 000 0 32, 500  32, 500 

 

( 7) 桜島スポーツ施設等降灰除去事業 1, 000 1, 000 0   1, 000 
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事 業 費 
令和６ 年度 令和７ 年度 増 減 令和７ 年度財源内訳 

事業内容 
当初予算額( A)  当初予算額( B)  ( B) -( A)  国 県 市費等 

( 8) 本庁舎等降灰除去事業 29, 751 32, 154 2, 403 15, 120 7, 433 9, 601 

本庁舎 118 

青果市場  330 

魚類市場  162 

社会福祉施設等 31, 352 

観光施設 43 

桜島支所庁舎 0 

東桜島合同庁舎 0 

教育総合センタ ー 50 

市立病院 0 

水道局 99 

船舶局 0 

( 9) 降灰除去機購入補助事業 50 50 0   50 商店街 50 

( 10) 克灰袋配布事業 6, 664 5, 990 ▲ 674   5, 990 
一般家庭 5, 824 

学校 166 

( 11) アーケード 降灰除去補助事業 1, 120 944 ▲ 176   944 
補助率2分の1・ 限度

額20万円/回 

( 12) 桜島降灰量観測委託事業 3, 928 4, 021 93   4, 021 市内22地点観測 

２.降灰防除事業 53,650 62,736 9,086 0 0 62,736  

( 1) 児童福祉施設電気料補助事業 145 130 ▲ 15   130 私立保育所（ 認可外）  130 

( 2) 学校施設降灰防除施設整備事業 53, 505 62, 606 9, 101   62, 606 
学校の特別教室等

の空調設備更新等 

３.避難施設整備事業 148,136 223,763 75,627 47,000 0 176,763  

( 1) 避難施設補修事業 1, 060 1, 158 98   1, 158 
桜島支所（ 桜島地区） 50 

危機管理課 1, 108 

( 2) 避難施設保守管理事業 122, 084 193, 170 71, 086 47, 000  146, 170 避難港の施設維持費 

( 3) 避難港泊地浚渫事業 22, 000 27, 300 5, 300   27, 300 〃 

( 4) 防災無線保守管理事業 2, 992 2, 135 ▲ 857   2, 135 
同報系防災無線保

守 

４.融資制度 2,758 3,037 279 0 0 3,037  

( 1) 中小企業資金融資事業 2, 758 3, 037 279   3, 037 

災害対策資金・ 経営

安定化資金( 経済環

境変化等）保証料補

助，災害対策資金利

子補給金 

５.農林水産業対策事業 43,746 27,334 ▲ 16,412 0 5,312 22,022  

( 1) 降灰地域土壌等矯正事業 0 0 0   0 土壌矯正資材購入費補助 

( 2) 降灰地域茶安定対策事業 9, 081 0 ▲ 9, 081  0 0 土壌改良用機械導入補助 

( 3) 降灰地域果樹安定対策事業 0 0 0   0 被覆施設整備補助 

( 4) 降灰地域野菜安定対策事業 0 0 0  0 0 被覆施設整備補助 

( 5) びわ病害虫防除対策事業 442 348 ▲ 94   348 薬剤購入費補助 

( 6) 耐灰性作目等導入促進事業 285 152 ▲ 133   152 耐灰性作目導入補助 

( 7) びわ果実降灰被害防止対策事業 611 495 ▲ 116   495 被覆資材購入費補助 

( 8) 特産かんきつ生産安定対策事業 425 394 ▲ 31   394 資材購入費補助 
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事 業 費 
令和６ 年度 令和７ 年度 増 減 令和７ 年度財源内訳 

事業内容 
当初予算額( A)  当初予算額( B)  ( B) -( A)  国 県 市費等 

( 9) 降灰地域施設整備事業 17, 227 11, 262 ▲ 5, 965   11, 262 
被覆施設整備費補

助，資材購入費補助 

( 10) 降灰地域被覆施設整備更新事業 0 1, 566 1, 566  1, 175 391 
被覆資材更新経費

補助 

( 11) 飼料作物調製施設設置事業 4, 400 1, 842 ▲ 2, 558   1, 842 
飼料作物調製機械

等の導入補助 

( 12) 降灰地域畜産施設整備事業 0 0 0   0 
桜島地域での畜産

施設の整備費補助 

( 13) 降灰地域飼料作物確保対策事業 0 0 0   0 
飼料作物調製施設，

収穫調製用機械等

の整備補助 

( 14) 農業用施設等災害復旧事業 11, 000 11, 000 0  4, 000 7, 000 桜島降灰除去 

( 15) 海面環境保全事業 275 275 0  137 138 海面環境保全委託 

６.火山活動対策費 31,430 36,299 4,869 0 0 36,299  

( 1) 桜島火山活動対策協議会負担金 748 641 ▲ 107   641  

( 2) 桜島火山活動対策事業費 29, 861 34, 837 4, 976   34, 837 
桜島火山爆発総合

防災訓練，桜島火山

防災研究事業等 

( 3) 桜島砂防センタ ー運営管理委託費 821 821 0   821 

 

合    計 1,478,187 1,563,946 85,759 664,455 12,745 886,746 

 

(9) 火山防災トップシティ推進事業 

火山防災ア ド バイ ザリ ー 委員に よ る 助言・ 研修等を 行う ほか， Ｐ Ｒ リ ー フ レ ッ ト や

動画等 を 活用し ， 桜島火山防災対策の積極的な 情報発信に 取り 組む 。  

(10) 火山防災教育推進事業 

火山防災教材の作成・ 配信を はじ め， 市街地側の児童と そ の保護者を 対象と し た 桜

島訪問 体験学習や専門家派遣に よ る 授業な ど に 取り 組む 。  

(11) 火山防災強化市町村連携事業 

火山防災強化市町村ネ ッ ト ワ ー ク（ 令和２ 年度設立 170市町村） に お い て ，引き 続き ，

全国の 火山地域の市町村と 情報共有を 図る と と も に ， 連携し て 国等に 対し ， 火山防災

対策の 強化を 働き かけ る 。  

(12) 桜島火山防災研究事業 

大規模噴火で も 犠牲者ゼ ロ の実現に 向け ， 市街地側も 含め た 市民の避難に 係る 研究

等を 行 う 桜島火山防災研究所を 設置し ， 火山防災ト ッ プ シ テ ィ を さ ら に 推進す る 。


